
 

 

厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患等政策研究事業 

(免疫アレルギー疾患等政策研究事業（移植医療基盤整備研究分野)）） 

総括研究報告書 

 

脳死下・心停止下における臓器・組織提供ドナー家族における満足度の向上及び 

効率的な提供体制構築に資する研究 

 

研究代表者  横田 裕行  日本医科大学大学院医学研究科救急医学分野 教授 
 

研究要旨： 

 脳死下、心停止後臓器提供数は他の先進諸国と比較すると極端に少ない。原因の一つは臓器提供

施設となる救急や脳神経外科施設において患者家族に対しての臓器提供に関する情報提供、いわゆ

る選択肢提示が十分になされていなからと言われている。その理由は臓器提供時の過大な負担、特

にいわゆる選択肢提示に際して問題が存在することが我々の過去の研究で明らかになっている。ち

なみに、脳死下臓器提供が可能ないわゆる五類型施設は 896施設存在するが、脳死下臓器提供の体

制整備が整っている施設は半数に満たない 435施設（48.5％）で、過去に臓器提供した施設はさら

にその半分以下の 194施設である。このような状況下で、脳死下を含めた臓器提供を円滑に進める

ためには各々の施設が有する共通の課題と過去の臓器提供の経験数に応じた対策を考慮する必要

がある。そのために、本研究班は救急医だけではなく移植医、看護師、コーディネーターの視点か

ら検討を行い、同時に法的脳死判定に係る認定医や専門医の学術集団である日本救急医学会、日本

脳神経外科学会、日本集中治療医学会、及び日本臨床救急医学会の協力を得て、それぞれ 2名の研

究協力者を推薦いただき研究班を構成した。これらの研究から患者家族に対する臓器提供に関する

情報的提供（いわゆる選択肢提示）の課題、あり方や具体的な方法、移植医との連携の中で円滑な

臓器摘出の在り方等を示すことができた。 
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Ａ．研究目的 

脳死下、心停止後臓器提供数は他の先進諸国と

比較すると極端に少ない。原因の一つは臓器提供

施設となる救急や脳神経外科施設において患者家

族に対しての臓器提供に関する情報提供、いわゆ

る選択肢提示（以後、“いわゆる選択肢提示”と

する）が十分になされていないからである。その

理由は臓器提供時の過大な負担、特にいわゆる選

択肢提示に際しての様々な課題が存在することが

我々の過去の研究で明らかになっている。このよ

うな状況下で、脳死下を含めた臓器提供を円滑に

進めるためには各々の施設に共通の課題と過去の

臓器提供の経験数に応じた対策を考慮する必要が

ある判断している。例えば、過去に脳死下臓器提

供を経験していない施設には、解説書のような使

いやすいマニュアル、一定以上の経験のある施設

にとってはより円滑な脳死下臓器提供が可能とな

る脳死下臓器提供を含む臓器、いわゆる選択肢提

示の在り方やその方法、院内コーディネーター在

り方等を具体的に提示することとした。また、脳

死下臓器提供後に提出する検証フォーマットの改

訂案と検証体制についての提案をすることも目的

とした。 

一方、脳死下を含め臓器提供時に共通に存在す

る課題、すなわち患者家族の心情に十分配慮した

いわゆる選択肢提示の方法に関しても検討した。

さらに、円滑な臓器摘出に向けて臓器摘出術に係

る移植医と提供側の医師、菅技師、医療スタッグ

が共有すべき課題やあり方についても検討するこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

脳死下を含めた臓器提供を円滑に進めるために

は各々の施設に共通の課題と過去の臓器提供の経

験数に応じた対策を考慮する必要がある。そのた

めに、本研究班は救急医だけではなく移植医、看

護師、コーディネーターの視点から検討を行った。

また、法的脳死判定に係る認定医や専門医の学術

集団である日本救急医学会、日本脳神経外科学会、

日本集中治療医学会、及び日本臨床救急医学会の

協力を得て、それぞれ2名の研究協力者を推薦いた

だき研究班を構成した。 

・共通の課題解決に向けて（織田、久志本、坂本、

荒山勢、木、朝井、田中、加藤） 

① 救急医の視点から 

脳死患者の主治医にはいわゆる選択肢提示に伴

う様々な負担が存在する。脳死下臓器提供の選択

肢提示を円滑に行うための課題を抽出し、それを

軽減する方策を呈示するために、脳死下臓器提供

を経験した施設から、主治医の視点から院内アン

ケートや医療スタッフとの議論の中で課題を抽出
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した。また、5類型として必要な体制を整え、日本

臓器移植ネットワークJOT)に対して施設名を公表

することについて承諾している施設の脳神経外科

医を対象として、書面によるアンケート調査を作

成した。 

② 小児の臓器提供の課題 

いわゆる五類型施設の救急・集中治療部門を対

象にアンケートを実施した。更に、小児医療従事

者への教育活動を通し、脳死に関する意識の変化

や学習効果についても考察し、教育ツールの開発

について検討した。 

③ 看護師の視点から 

五類型の中で脳死下臓器提供体制が整い、提供

施設として公表を承諾し登録された391施設（5類

型に該当する施設）に勤務し脳死下臓器提供の経

験のある看護師、または脳死下臓器提供の経験は

ないが脳死下臓器提供が行われるとなった際に受

け持ちになる可能性がある看護師で1施設5名の計

1955名を対象にアンケート調査を行った。 

④ コーディネーターの視点から 

コーディネーターとしての視点の背景となる一

般国民がいわゆる選択肢提示にどのような考えを

持っているかについて検討した。すなわち、死後

の臓器提供の選択肢提示の望ましい在り方を考え

るために、選択肢提示そのものに対する受容性、

並びに選択肢提示を受け入れるための条件等を明

らかにすることを目的に調査項目を作成し、日本

国民全体を対象としたインターネット調査を実施

した。 

⑤ 心停止後、組織提供の視点から 

心停止後の腎提供や組織提供は減少しているが、

その原因を判断し、家族や医療機関にも満足度が

高く、効率的な改善方法を提案し、その検証も行

うこととした。 

⑥ 移植医の視点から 

本年度は情報収集のために１）アンケート形式

で移植医側の労働環境調査を実施し、２）移植医

療の現場を提供施設側に説明するための資料を作

成した。また、臓器提供に関係する学術学会に展

示ブースを設け臓器移植の現状について情報提供

するとともに臓器提供関連学会会員の臓器提供に

関する認知状況を調査した。 

・脳死下臓器提供の経験に基づいた対応について

（横田、渥美、名取、柴田） 

① マニュアルについて 

過去に脳死下臓器提供の経験がない施設、ある

いは経験の少ない施設でも理解しやすいマニュア

ルを作成した。作成に際しては日本救急学会の「脳

死・臓器組織移植に関する委員会」の委員の協力

を得た。なお、実際のマニュアル作成作業は本研

究班の研究分担者としての渥美生弘をリーダーと

して行った（研究分担者報告書参考）。 

② いわゆる選択肢提示の方法について 

平成14年11月29日の厚生労働省健康局長通知

1129001号の医療ソーシャルワーカー(MSW)業務指

針（図1）によると、「患者の死による家族の精神

的苦痛の軽減・克服・生活の再設計を援助するこ

と」とされている。そのような観点からMSWがいわ

ゆる選択肢の提示を行う院内コーディネーターと

して活躍できる可能性を検討し、そのようなサン

プル動画も作成した（研究分担者報告書参考）。 

③ 検証フォーマット案と新たな検証体制の提案 

現在、脳死下臓器提供を行った場合には、その

後に「脳死下臓器提供に関する検証資料フォーマ

ット(平成27年12月改訂)」を記載し、厚生労働省

の検証を受けなければならない。しかし同検証フ

ォーマットは法的脳死判定時に作成する脳死判定

記録書と重複する部分が多数存在する。また、臨

床経過の記載を不必要とも思われるほど詳細に記

載しなければならず、臓器提供施設の負担の一つ

として指摘されている。さらに、医学的検証自体

も現在の検証フォーマットでは効率的な作業が困

難で、検証作業の遅滞の原因ともなっている。そ

こで新たな検証フォーマット、医学検証体制につ

いても提案を行った。 

Ｃ．研究結果 

5



 

 

・共通の課題解決に向けて（荒木、織田、久志本、

朝井、坂本、田中、山勢、加藤） 

① 救急医の視点から 

救急医を対象とする詳細なアンケート調査の結

果集計は次年度となるが、救急集中治療とその病

態説明を行っている立場から、臓器提供への情報

提供は、説明の方向が正反対と感じられ、切り出

しにくいとする結果であった（図2）。分担研究者

のいわゆる選択肢提示の方法は、平坦脳波・脳幹

反射消失が認められた時点で、標準的な方法によ

り、移植医療に関する情報提供を行い、詳細を聞

いても良いというご家族にはコーディネーターと

の面談を設定する方法である。その上で、さらな

る自施設で経験や問題、工夫などについての意見

を検討した。 

② 小児の臓器提供の課題 

研究結果の詳細については研究分担者の報告を

参照して頂きたいが、アンケートは平成28年年10

月1日から平成29年11月30日(1年2月間)計390施設

の救急・集中治療部門の責任医師を対象として行

った。アンケート用紙を郵送にて送付し返信期間

を設け集計を行った。回答施設は公的施設が

81(38.0%)、民間病院 58（27.2%）、大学病院

45(21.2%)の順位であり、回答者の専門領域は順に、

救急科141(56.6%)、脳神経外科45(18.1%)、集中治

療科（一般）37(14.9%)、一般小児科1(0.4%)であ

った。 

主たる結果として脳死であろうと思われる患者

の診療経験は110(51.6%)施設が「判定はされてい

ないが脳死と考えられる患者の診療経験がある」

と回答、「脳死判定された患者の診療経験がある」

87施設(40.8%)、「全くない」14施設(6.6%)であっ

た。17施設(8.3%)は体制が無く実施の可能性がな

いと回答した。一方、「本人の意思や家族から臓

器提供の希望が確認された時にはどうするか」と

の問いに対しては152施設(72.7%)が「意思の実現

のために可能な限り法的脳死を診断する」と回答

した。法的脳死判定の可能性について年間推定数

は、90施設(43.7%)で全くなく、23施設(11.1%)は5

例以上可能性があったと回答した。 

③ 看護師の視点から 

対象者の391施設1955名のうち、189施設809名か

ら回答を得た（回収率41.3%）。そのうち806名を

有効回答として分析した（有効回答率41.2％）。

得られたデータは項目毎に単純集計（記述統計）

し、『重要度』については天井効果と床効果を算

出した。『重要度』の天井効果が認められ、かつ

床効果が無いことをもって、臓器提供における各

看護師の役割が妥当なものであると判断した。詳

細は研究者分担者報告を参照していただきたいが、

看護師の役割としての『実施可能度』は、「脳死

の告知」4.16±0.66、「臓器提供の選択肢提示」3.

86±0.73、「家族の代理意思決定」3.96±0.76、

「法的脳死判定」4.04±0.81、「臓器保護」3.73

±0.81、「看取り」4.19±0.73、「悲嘆ケア」3.

8±0.81であった（図3）。 

④ コーディネーターの視点から 

インターネット調査会社（（株）クロス・マー

ケティング、東京）登録モニターを対象に、電子

調査票を用いた間接的な自記式調査を行なった。

対象者は、日本全国の18歳～79歳の日本国籍を有

する男女2,000名、地点数は47都道府県とし、年

代・居住地は人口構成比に近づくよう抽出した。

28,166名に配信し、2,000名から回答を得た。 

アンケート結果の代表的な結果として、家族が

救命困難となった場合に臓器提供を思いつくと答

えた人は27.5％（思いつく129名；6.5％、たぶん

思いつく420名；21.0％）、いわゆる選択肢提示に

ついて知っていた人は604名（30.2％）であったの

に対し、選択肢提示を良い取組みと評価した人は

81.7％（良い取組み350名；17.5％、どちらかとい

えば良い取組み1,283名；64.2％）であった。興味

深いのは選択肢提示の実施者で適切なのは、主治

医が最多（適切817名；40.9％、どちらかといえば

適切815名；40.8％）であった（図4）。 

⑤ 心停止後、組織提供の視点から 
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心停止後臓器提供や組織提供は、一般の方々に

は脳死下臓器提供との区別が困難であり、いわゆ

る選択肢提示や承諾の手続き一体化する必要があ

ると考えられた。一方、東京歯科大学市川総合病

院で2004年8月より導入されている全ての死亡例

に対してコーディネーターが臓器提供に関する意

思の有無を伺うRRS(Routine Referral System)シ

ステムも成功事例としてあげられた。 

⑤ 移植医の視点から 

1) 移植医環境改善プロジェクト 

 人員削減について：提供病院に各臓器移植施

設から４名から６名に医師が派遣されている

ため、時には30名を超える医師が移植衣装施設

がら集合している。さらに保存液・手術器具・

消耗品も全て移植医が搬送し、移植医療側の負

担となっている。 

メディカルコンサルタント（MC）：ドナーの管

理と状態評価が任務である。循環器・呼吸器外

科医の負担が大きい。 

2) 相互理解プロジェクト 

第76回日本脳神経外科学会学術集会ブース

展示では10名にアンケートに協力いただいた。

提供施設に約300万円が支払われること、脳死

判定医が１名は派遣で良いことについて認知

度が低かった（図5）。一方で提供施設の負担

軽減を求める声が多かった。第45回日本集中治

療医学会学術集会ブース展示では34名にアン

ケートに協力いただいた。90％が移植待機患者

数、移植数、成績について知らなかった。一方

で集中治療医がドナーとレシピエントの管理

に参画することに肯定的であった。 

 

・脳死下臓器提供の経験に基づいた対応について

（横田、渥美、名取、柴田） 

① マニュアルについて 

マニュアルの項目は法的脳死判定の経験がない

施設でも理解しやすいように工夫し、救急患者・

家族の支援から始まり、提供後の必要事項まで時

系列に解説することとした。また、小児での臓器

提供、家族のグリーフケア、心停止下臓器提供、

組織提供についても別途項目を設けた（表１）。

マニュアルでは臓器提供の流れだけでなく、提供

に関わる部署・職種の視点からも、役割が明確に

なるよう記載を加えた。 

② いわゆる選択肢提示の方法について 

前述のように平成14年11月29日の厚生労働省健

康局長通知1129001号（図1）によるMSW業務指針に

記載してある「患者の死による家族の精神的苦痛

の軽減・克服・生活の再設計を援助すること」か

ら、MSWはいわゆる選択肢の提示を行うことは可能

である。そのような観点からMSWがいわゆる選択肢

提示を行うサンプル動画を作成した。さらに、次

年度以降は本研究班の医療施設の中で、そのよう

な取り組みを試行的に行うこととした。 

③ 検証フォーマット案と新たな検証体制の提案 

現在の検証フォーマット（図6）は法的脳死判定

時の脳死判定記録書と同様の内容を記載する部分

が多数存在しているため、これらの部分を削除し

た。また、臨床経過は医学的検証が正確、かつ効

率的に可能となるように記載要綱を改訂した。さ

らに、記載時の参考になるよう①(外傷例：交通外

傷)、②自損例（縊頸）、③その他の例（くも膜下

出血）の3つのシナリオを例として提示した（図7）。 

同時に医学検証体制についての手順について提案

を行った。現在の医学的検証はＡ班、Ｂ班の 2 班

行われている。今回我々の研究班ではそれぞれの

検証班にサブグループを設け、そこで一次検証を

行い、それぞれＡ班とＢ班に結果を報告する。そ

こで指摘事項があった場合はＡ班、あるいはＢ班

で再度検証（二次検証）行うこととする（図 1）。

具体的にはサブグループで医学的検証と斡旋に係

る一次検証を行い、指摘事項がない場合にはＡ班、

あるいはＢ班に報告のみを行うこととする。なお、

医学的検証の構成メンバーは法的脳死判定を行う

関連学会から推薦を受けた法的脳死判定の経験を

有する医師 4～6 名とし、斡旋に関する構成メン
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バーは引き続き別途議論することする（図８）。一

方、指摘事項がある場合には検証班会議Ａ班、ま

たはＢ班ではその部分を検証する。なお、医学的

検証に関しては検証フォーマットを参考に A 初

期治療の評価、B 入院後経過と治療方針、C 脳死

判定に関する前提条件、D 除外項目の確認、E 脳

死判定とし、斡旋に関してはその手法の妥当性を

検証する。なお、サブグループの構成メンバーは

医学的検証と斡旋の手法の妥当性を評価するため

に法的脳死判定を行う関連学会から推薦を受けた

法的脳死判定の経験を有する医師 4～6 名で構成

することとする。 

 このような手順にすることで検証の正確性を損

なうことなく、年間の検証数を約 2～3 倍以上に

することが可能となる。 

 

Ｄ．考察 

本研究班は救急医だけではなく移植医、看護師、

コーディネーターの視点から検討を行った。また、

法的脳死判定に係る認定医や専門医の学術集団で

ある日本救急医学会、日本脳神経外科学会、日本

集中治療医学会、及び日本臨床救急医学会の協力

を得て研究班を構成し、脳死下臓器提供、心停止

後臓器提供、あるいは組織提供に関する課題や提

供施設への支援体制について検討を行った。 

 

・脳死下臓器提供の経験に基づいた対応について 

脳死下臓器提供が可能ないわゆる五類型と言わ

れる施設は896施設存在するが、脳死下臓器提供の

体制整備が整っている施設は半数に満たない435

施設（48.5％）である。さらに、過去に臓器提供

した施設はさらにその半分以下の194施設で、五類

型施設の４分の１にとどまっている（図9）。この

ような状況下で、脳死下を含めた臓器提供を円滑

に進めるためには各々の施設に共通の課題と過去

の臓器提供の経験数に応じた対策を考慮するとい

う認識に則って検討を行った。図10）。例えば、

脳死下臓器提供の際の様々な手順や人員の配置な

どを解説したマニュアルは経験のない、あるいは

経験の少ない施設に有用であると考えられる。そ

のような認識のもとにマニュアルに盛り込む項目

が抽出された（表1）。経験豊富な協力者による議

論から提供経験の少ない施設にとって有益な情報

が収集されたと考えている。 

また、脳死下臓器提供のシミュレーション支援

も同様の効果があると考えあれるが、一定以上の

経験のある施設にとってはその意義は少なくなる

と思われる。一方、一定以上の経験がある施設に

とっては院内支援、特にいわゆる選択肢提示や実

際の脳死下臓器提供時の様々な連絡調整、マネー

ジメントを担う院内コーディネーターの配置が重

要となる。また、効率的な検証フォーマットも実

際に脳死下臓器提供を行った施設への負担軽減と

いう意味で意義を有するものと考える。正確で効

率的な検証フォーマットや検証手順を提案するこ

とで、臓器提供施設における負担の軽減が可能と

なり、脳死下臓器提供数の増加に貢献すると考え

る。さらに、現在の医学的検証は厚生労働省の威

嚇的検証班Ａ班、Ｂ班の2班体制で行われている。

検証班会議で検証件数は1回の班会議辺り5例程度

と言われ、年間約50～60例の脳死下臓器提供がな

されている現状では、検証作業が遅滞気味であり、

実際臓器提供が行われてから検証までが1年以上

遅れている。今回の検討班で提案した手順にする

ことで検証の正確性を損なうことなく、年間の検

証数を約2～3倍以上にすることが可能となる。 

 

・救急、脳神経外科、集中治療施設共通の課題解

決に向けて 

前述のように本研究班は、臓器提供に関わり、

かつ法的脳死判定に係る認定医や専門医の学術集

団である日本救急医学会、日本脳神経外科学会、

日本集中治療医学会、及び日本臨床救急医学会の

協力を得て構成された。 

これら中で、患者家族に対する臓器提供に関す

る情報的提供、いわゆる選択肢提示の課題、あり
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方や具体的な方法、移植医との連携の中で円滑な

臓器摘出の在り方等を示すことができた。 

いわゆる選択肢提示を行う時期や方法、どのよ

うな職種が行うべきかに関しては過去の本研究班

でも検討、提案をしてきたところである。そのよ

うな中、院内コーディネーターの活躍が期待され

ている。すなわち、半数の医療従事者が院内コー

ディネーターの必要性を認識していたが、院内コ

ーディネーターは誰が担うのかについての検討に

ついて、医師は看護師が適任と判断し、看護師は

医師が適任と判断している。そのような中、院内

コーディネーターのあり方を本研究班の名取良弘

研究分担者をリーダーとして行った研究では、例

えばMedical Social Worker (MSW)の活躍を期待し

ている。名取良弘研究分担者は次年度にいわゆる

選択肢提示に関してMSWが関与する研究を所属施

設で予定し、その結果が期待される。    

また、移植医の視点から臓器提供、特に臓器摘

出術に際しての手順を検討すると、摘出術に直接

かかわる看護師が提供施設からひとりでも確保さ

れ、保存液・手術器具・消耗品を移植医が搬送し

ないような体制を構築する、臓器摘出時に係る移

植側の人員は半分から３分の１に削減することが

可能で、最終的に提供側資料施設の負担軽減にな

るものと考えられた。 

 

Ｅ．結論 

脳死下臓器提供が可能ないわゆる五類型と言わ

れる施設は896施設存在するが、脳死下臓器提供の

体制整備が整っている施設は半数に満たない435

施設（48.5％）で、過去に臓器提供した施設はさ

らにその半分以下の194施設にすぎない。このよう

な状況下で、脳死下を含めた臓器提供を円滑に進

めるためには各々の施設に共通の課題と過去の臓

器提供の経験数に応じた対策を考慮する必要があ

る。そのために、本研究班は救急医だけではなく

移植医、看護師、コーディネーターの視点から検

討を行った。これらの研究から患者家族に対する

臓器提供に関する情報的提供（いわゆる選択肢提

示）の課題、あり方や具体的な方法、移植医との

連携の中で円滑な臓器摘出の在り方等を示すこと

ができた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

１）論文発表 

1. 横田裕行：脳死下臓器提供の現状と課題、日

本医師会雑誌、2017年12月1日発行 第146

巻・第9号p1769～1773 

2. 横堀將司, 横田裕行：頭部外傷. EBMに基づく

脳神経疾患の基本治療指針(第4版)、メディカ

ルビュー社 2016：pp240-248 

3. 横田裕行：厚生労働科科学研究補助金難治性

疾患等克服研究事業（免疫アレルギー疾患等

政策研究事業（移植医療基盤整備研究分野））

「脳死患者の家族に選択肢提示を行う際の対

応のあり方に関する研究」平成27年度総括・

分担報告書 2016.3 

4. Takashi Araki, Hiroyuki Yokota, Akira Fu

se:Brain Death in Pediatric Patients in 

Japan: Diagnosis and Unresolved Issues. 

Neurologia medico-chirurgica 2016;56

(1): 1-8 

5. 横田裕行：救急・集中治療の終末期：3学会合

同ガイドライン. 日本臨床 2016;74(2):345

-351 

 

２） 学会発表 

1. 横田裕行：脳死下臓器提供の現状～法改正か

ら現在まで～第13回移植医療ｾﾐﾅｰ、2017.7 

2. 横田裕行：頸部損傷への対応と評価のポイン

ト､ 第20回「音声・嚥下・呼吸の懇話会」頸

部損傷への対応と評価のポイント、2017.1 

3. 横田裕行：救急における死体検案、平成29年

9



 

 

度死体検案研修会（基礎）、2017.12 

4. 横田裕行：意識障害、平成29年度認定救急検

査技師認定制度 第5回指定講習会2017.10 

5. 横田裕行：みんなで育てる救急医療、第16回

都民公開講座（東京都医師会）、2017.11 

6. 横田裕行：本邦における救急医療の現状と問

題点、第20回千葉県救急医療研究会、2017.4 

7. 横田裕行：脳卒中にならないために、負けな

いために、区民のための健康講座、2017.1 

8. 横田裕行：救急医療の現状と問題点、鹿児島

救急医学会創立40周年記念講演会、2017.9 

9. 横田裕行：救急診療におけるNeuro- Emergen

cyの位置づけ、7th.CHB The Collaborative c

onference on Heart & Brain  in INBA  (20

17.8.31) 

10. 横田裕行：救急・集中治療の終末期の考え方

と対応～3学会合同ガイドラインから～第37

回日本脳神経外科コングレス、2017.5 

11. 横田裕行：本邦における救急医療の現状と問

題点、第10回日本健康医療学会、2017.9 

12. 横田裕行：救急医療施設における脳死患者へ

の対応と臓器提供、日本蘇生学会 第36回大会

 2017.11  

13. 横田裕行：厚労科研報告、第30回日本脳死・

脳蘇生学会学術集会・総会、2017.6 

14. 横田裕行：法的脳死判定体制の現状と課題日

本麻酔学会第64回学術集会総会、2017. 6 

15. 横田裕行：救命救急、第1回日本臨床知識学会

2017.1 

16. 横田裕行：円滑な脳死下臓器提供に向けて、

日本臨床倫理学会第5回年次集会、2017.3 

17. 横田裕行：救急現場から見た脳死下臓器提供

の現状と課題、第45回日本救急医学会総会・

学術集会、2017.10 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3. その他 

 なし 

 

 

10



 

 

 

図１：厚生労働省健康局長通知：医療ソーシャルワーカー業務指針 

 

 

図 2：家族に選択肢提示の話を切り出しにくいと感じる際のイメージ 
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図 3：看護師の役割、実施可能度 

 

 

 

図 4：選択肢提示の適切な実施者 
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図 5：第 76回日本脳神経外科学会学術集会でのアンケート結果（2017年 10月 12日～14日） 

 

 

 図 6：現在の検証フォーマット（表紙と目次の一部） 
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図 7：当研究班が提案している検証フォーマット（一部） 

 

 

図 8：当研究班が提案している検証フロー 
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図 9：五類型施設の体制整備状況と脳死下臓器提供実績 

 

 

 

図 10：脳死下臓器提供の経験数に応じたアプローチ 
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表１：マニュアルの項目 
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